
（別紙様式４－１）                                  （県立高等学校・中学校用） 
 

（ 熊本県立水俣高等 ）学校 平成２９年度学校評価表 
 

１ 学校教育目標 
（１）「平成２９年度県立中学校・高等学校における教育指導の重点」等を踏まえ、本校の校訓「自

律・敬愛・創造」の具現化に努め、徳・知・体の調和のとれた全人教育の実践をめざす。 
（２）開校における教育理念に基づき、学校像・生徒像・指導の重点に沿った教育に努める。 
（３）教職員が一体となり、家庭や地域との連携のもと、スーパーグローバルハイスクールとして活

力あふれる学校づくりを推進する。 
（４）防災型コミュニティ・スクールをとおして防災教育の充実を図る。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）言語活動の充実-思考力・判断力・表現力-を高める。 
（２）生活指導の徹底 
（３）個に応じた学習指導と進路指導の徹底 
（４）地域と連携した教育活動の展開 

 

３ 自己評価総括表 
    評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 
学校 
経営 
 

目標管理

による学

校運営の

推進 

学校目標の理

解と重点指導

の徹底 

年度末の本評

価で、Ｂ評価以

上が全体の９

割以上とする。 

 

校長のリーダーシップ

のもと、全職員が一体感

を持って組織的に取り

組む。 

Ｂ 

運営委員会や職員会議等

を通じて、全職員で目標や

課題を共有して取り組む

ことができた。 

学校改革

の推進 

風通しのよい

職場環境づく

りと健康管理

の促進 

情報共有と超

過勤務時間の

削減 

報告・連絡・相談の徹底

と気軽に相談できる環

境づくりを促進し、コミ

ュニケーションを密に

する。衛生委員会で超過

勤務時間等を分析・検討

し、業務改善に全職員で

取り組む。 

 

Ｃ 

職員朝会等を通じて、報告

・連絡・相談について共通

認識を深めることはでき

たが、徹底させることが今

後の課題である。超過勤務

申請書の導入等により意

識向上を図ることはでき

たが、超過勤務時間の削減

には至っていない。 

学力 
向上 

 

基本的な

学習態度

の育成と

基礎学力

の定着 

宅学習時間及

び生活の記録

調査の実施と

その活用 

年間５回実施

後、調査結果を

分析すること

で宅学習時間

の増加を図る。 

教務部で立案し、早期に

調査結果の分析を実施

し、課題についての情報

を学年及び教科で共有

し、個別面談や教科指導

に活用する。また、自習

室の活用を促進し学習

習慣の定着につなげる。 

Ｂ 

早期に調査結果の分析を

実施し、課題についての情

報を学年、教科で共有し、

個別面談や教科指導に活

用できた。自習室の活用に

ついては３学年が中心だ

ったため、１・２年生にも

活用を促していく。 

教科指導

力の向上 

公開授業・研究

授業・授業評価

の実施 

１･２学期の公

開授業及び授

業評価の実施

や各教科での

年間１回以上

の研究授業の

実施 

 

教務部で立案し、企画部

と連携して広報に努め

る。 

早期に授業評価の結果

を分析し、授業改善に努

め、アクティブラーニン

グの視点を踏まえた研

究授業を実施する。 

Ｂ 

早期に授業評価の結果を

分析し、教科を中心とした

授業改善に努めることが

できた。アクティブラーニ

ングの視点を踏まえた研

究授業を実施できたが、一

部の教科にとどまったた

め、手立てを考えていく。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

進路目標

の実現 

 

進路に応じた

指導の推進 

年２回の進路

調査を活用し

た個人面談を

実施やオンラ

イン学習サー

ビス「スタディ

サプリを活用

した課外等の

進路指導部と学年の連

携を図りながら取り組

む。また、進路指導資料

、合格体験記等の資料を

有効活用する。 
Ｂ 

進路指導資料、合格体験記

は、夏季休業中の家庭訪問

、三者面談等で活用した。

特に、合格体験記について

は、感想文を提出させるこ

とで活用の効果が上がっ

た。オンライン学習サービ

ス「スタディサプリ」は、



実施 公務員課外において有効

に活用できた。 

進路意識

の高揚 

 

 

外部講師等を

活用した取組

の推進 

 

進路講演会、進

路ガイダンス、

出前授業等の

実施 

進路指導部が企画立案

をし、学年、保護者、同

窓会、水俣市、大学等と

連携を図りながら取り

組む。 

Ｂ 

熊本大学との連携、進路講

演会等の実施により、進路

意識の高揚を図ることが

できた。進路講演会におい

ては、外部講師との日程調

整が必要であるため関係

機関との連携を密にする。 

インターンシ

ップや企業人

との交流会を

通した就労観

・職業観の育成 

 

企業人との交

流を行うこと

で、進路目標や

面接マナー等

の意識を高揚

させる。 

事前指導を徹底し、２年

生の全学科でインター

ンシップに取り組む。 

Ａ 

２学年全学科で実施した

インターンシップでは、学

習内容と繋がる経験がで

き、進路意識の高揚を図る

ことができた。次年度は、

事前準備をさらに充実さ

せ、更なる効果を図る。 

生徒 
指導 
 

基本的な

生活習慣

の確立 

 

登校指導を通

した時間を守

る習慣の定着 

遅刻者の減少 生徒指導部で立案し、全

職員で連携して登校指

導に取り組む。遅刻者を

記録し、情報共有を行っ

て指導にあたる。 

 

Ｂ 

毎月の指導計画に基づき

職員が登校指導を実施す

ることで、事故防止やマナ

ー向上につなげることが

できた。登校指導時間外に

登校してくる生徒への対

応についても。学年等と連

携して考えていく。 

服装頭髪検査

の実施及び事

後指導の徹底

による規範意

識の向上 

 

年間７回検査

を実施し、規範

意識の向上を

図る。 

普段の生活から全職員

で連携し、徹底して指導

に取り組む。 

Ｂ 

今年度から新たに靴下の

規定を設けたが、学年と連

携して周知し、スムーズに

実施することができた。今

後は更に職員の共通理解

を深め、学年間の差違等が

ないようにしていく。 

防犯意識の向

上及び交通安

全教育の実施 

二重ロック率

の向上および

交通事故の未

然防止。 

 

二重ロックチェックを

行い、結果を周知し意識

を向上させる。交通安全

啓発チラシ等を教室掲

示して注意喚起を行い、

交通講話を通して交通

事故の恐ろしさや悲し

みを理解させる。 

 

Ａ 

二重ロック率が９７．２％

と昨年度より４％向上し、

１００％達成日も１４日

となった。今後は、校外で

も二重ロックする習慣を

を涵養するなど、更に徹底

を図っていく。 

人権教
育の推
進 

人権教育

体制の充

実と推進

体制の強

化 

 

 

 

校内の人権教

育の推進 

定期的な人権

教育部会の実

施と生徒・職員

のへの啓発 

 

人権教育部会を月に２

回以上実施して、生徒情

報の共有、組織的な各種

企画の運営に努める。 

Ｂ 

人権教育部会を原則毎週

実施し、議事検討や全生徒

の情報共有に努めること

ができた。 

水俣病等に関

する人権問題

の学習 

正しい人権意

識の習得と理

解 

ＳＧＨ事業と連携しな

がら水俣病等の学習に

ついて企画・検討し、学

年と協力して計画を進

める。 

新転任者および６年以

上経験職員を対象とし

た研修を実施して人権

意識を高める。 

Ｂ 

ＳＧＨ事業と連携し１学

年は２５回、２学年は２６

回、水俣病や環境学習を実

施した。全学年に対し、水

俣条約を媒体として「命を

大切にする心」の育成に取

り組み人権意識を向上さ

せることができた。職員研

修も計画通り実施し、参加

者から好評を得た。 

「命を大

切にする

心」を育む

指導の推

進と人権

「命」や「生き

ること」の考察

を通した自己

肯定感と他を

思いやる心の

「命」の大切さ

の認識による

自己肯定感の

向上と良好な

人間関係の構

ＳＧＨ事業と連携して

「命」大切さに気づき、

今生きている自分と他

者の価値を再確認する

機会を作る。 

Ｂ 

ＳＨＧ事業や水俣条約に

関する学習等を通じて、「

命を大切にする心」を大切

にする学習を実施した。学

校評価アンケートでも７



教育ＬＨ

Ｒの充実 

育成 築 ９．３％の生徒から高評価

を得た。 

人権教育ＬＨ

Ｒの充実 

 

各学年に応じ

たＬＨＲの企

画と実施 

 

各学年団と連携を図り、

実施内容を人権教育部

で検討する。実施後は検

証し、次年度に向けた指

導案等を作成する。 

Ｂ 

計画通りＬＨＲを実施し、

８３．６％の生徒が人権教

育学習への評価を前向き

に捉えている。 

いじめ
の防止
等 

いじめの

未然防止

と事態へ

の対応 

いじめ防止等

対策委員会お

よび校内委員

会を中心とし

た全職員での

取組 

いじめを積極

的に「認知」し

、全職員での情

報共有と迅速

な対応を心掛

け、いじめ解消

１００％に取

り組む。 

  

「いじめを許さない宣

言文」や標語等を作成し

、「いじめを許さない学

校づくり」を心掛ける。

学期に１度「学校生活に

ついてのアンケート」等

を実施し、いじめの早期

発見に努めながら、全職

員でいじめの解消に取

り組む。 

 

Ｂ 

各クラス代議員を中心に

「いじめを許さない宣言

文」を改訂した。１年生は

人権標語を作成した。毎学

期いじめに関するアンケ

ートを実施し、いじめ防止

や早期発見に努め、いじめ

を許さない学校づくりを

推進した。学校評価アンケ

ートでも８６．６％の生徒

から高い評価を得た。 

地域と
の連携 
(ｺﾐｭﾆﾃｨ
･ｽｸｰﾙな
ど) 

防災教育

の充実 

防災型コミュ

ニティ・スクー

ルとしての防

災システムの

構築 

熊本地震を生

かした防災教

育の充実 

 

地域と連携した防災訓

練を実施するなど、地域

と一体となった災害時

の連携体制や防災シス

テムを構築する。 

 

 

 Ａ 

生徒の動線中心に防災マ

ニュアルを作成し、地域と

総合防災訓練を実施した。

今後継続して連携体制の

強化と共に実践訓練の充

実を図っていく。 

生徒・保護

者・職員に

よる地域

連携 

 

地域住民と連

携した学校行

事の実施や地

域行事への参

加 

学校行事の広

報活動を充実

させ、保護者や

地域住民の参

加を促進する。

また、地域活動

へ積極的に参

加する。 

地域行事へ積極的に参

加するとともに、近隣小

・中学校と連携した活動

を実施する。 
Ｂ 

ＳＧＨ関係事業で水俣市

や小中学校との連携事業

を実施できた。 

特別 
支援 
教育 

健全な心

身の育成 

 

困り感を持つ

生徒の早期把

握と適切な指

導 

合理的配慮の

必要な生徒の

把握や適切な

指導について

共通理解を図

り対応する。 

定期的な担当者会の実

施、新入生保護者への気

づきアンケート、全員に

生徒理解研修を複数回

実施するなどして、情報

共有を図る。また、特別

支援教育委員会を随時

実施する。 

Ｂ 

新入生の保護者への気づ

きアンケート、特別支援委

員会、担当者会等を通じて

困り感を持つ生徒の情報

共有ができた。今後は適切

な指導を行うための研修

等を実施する必要がある。 

個別のニーズ

に応じた支援

計画の作成 

「個別の教育

支援計画」の作

成を進める。 

 

研修等での啓発や個別

に担任と連携をとり、保

護者同意の支援計画の

作成を進める。 

 

Ｂ 

保護者の同意を得て個別

の教育支援計画を作成で

きた。次年度は個別の教育

支援計画の有効活用を図

っていく。 

言語教
育の推
進 
 

全教科で

取り組む

言語教育

の充実 

 

 

読書活動の充

実 

朝読書の徹底 朝読書の時間を確保す

るため、全職員と連携、

計画して、共通認識をも

って取り組む。また、学

期の初めや考査後は出

前図書を行う。 

Ｂ 

各学年団との連携を密に

し、生徒が主体的に読書に

取り組む姿勢が涵養でき

た。朝読書の時間も昨年度

に比べて多く確保できた。 

図書館活用の

推進 

授業や学級活

動などでの図

書館利用時間

の増加 

 

図書館司書と連携を図

り、授業計画の共有と資

料の収集に努める。 

 Ｂ 

１２月現在で、昨年度の年

間貸出数を上回った。ＳＧ

Ｈ関連の調べ学習だけで

なく、授業での図書館利用

が増加した。授業担当者と

連携をより深め、蔵書の充

実を図っていく。 



書く力の

育成 

作文・小論文指

導の徹底 

授業や総合的

な学習の時間、

進路ＬＨＲを

活用し、計画的

に指導する。 

全職員で小論文指導等

に取り組み、職員のスキ

ルアップ向上に努める。 

Ｂ 

職員対象に外部講師によ

る小論文研修を行い、指導

力向上を図ることができ

た。３学年の希望者に対し

全職員で作文・小論文の指

導に取り組み受験対策に

活用できた。 

グローバ

ルリーダ

ーの育成 

思考力・判断力

・表現力の育成 

地域や世界の

課題に関心を

持ち、解決に向

け自己の考え

等を表現でき

る。 

 

ＳＧＨ関連の事業につ

いて、探究学習のシステ

ムや自己評価できる仕

組み等を構築する。 

Ｂ 

工業科において３学年の

課題研究と２学年の探求

活動を同じ時間に設定し、

上級生から下級生へ指導

できるアクティブラーニ

ングの形をとることがで

きた。自己評価は参加事業

の事後アンケートおよび

レポートを徹底し、生徒に

よる振り返る機会を設け

ることができた。 

環境教
育の推
進 

 

「環境首

都水俣」の

一員とし

て自覚を

高めた環

境教育の

推進 

 

地域、行政及び

企業と連携し

た環境活動の

展開 

学校版環境Ｉ

ＳＯ宣言項目

に基づいた活

動の実施 

宣言項目を基にエコス

クールチェック表を活

用し、生徒環境委員会を

新規に立ち上げるなど、

生徒と職員が一体とな

って取り組む。 

Ａ 

エコチェックシートや節

電・節水デーなどの取組に

加え、使い捨てコンタクト

レンズの空ケース回収を

地域を巻き込んで実施す

ることができた。 
エコスクール

の活発な取組

を行う。 

「みなまた産業団地祭

り」等の地域の活動に積

極的に参加し、生徒の主

体性を育む。 

Ａ 

産業団地祭りへの参加で

は、環境委員会による受付

業務、音楽部や新体操部に

よるステージ発表、工作部

によるエコカー等の展示

を行い、地域からも高評価

を得るとともに、生徒発案

による主体的な活動につ

ながった。 

  

４ 学校関係者評価 
 学校評議員評価アンケートでは、全評価項目においてＢ評価以上であった。特に、インターンシップや進路実現の

ための取組等に関する進路指導の項目では、評議員全員がＡ評価であった。また、新入生保護者への気づきアンケー

トの実施など、３年間を通じて一人一人を大切にした教育がなされているとの意見もあった。しかしながら、細部に

おいてはスーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）成果発表会についての近隣中学校への案内の工夫や学校の教育

活動を正確に分かりやすく発信していくことの必要性など貴重な指摘も受けており、次年度の取組に活かし、より開

かれた学校づくりを進めていく。 

 

５ 総合評価 
 生徒、保護者による学校評価アンケートにおいては、１項目で昨年度より０．０１ポイント低かったが、その他の

２６項目は全て昨年度より評価が高くなっており、全体的には生徒の状況に応じた教育実践ができたものと考える。

特に、本年度から防災型コミュニティ・スクールに指定され、学校運営協議会を年間５回開催し防災教育の充実を図

り、水俣市との合同防災訓練も初めて実施することができた。また、ＳＧＨ指定２年目として関係機関等との連携を

深め課題研究等に取り組むとともに、スロベニア研修や台湾修学旅行における学校間交流等も実施した。さらに、８

月の水俣条約発効に伴い、全学年で水俣条約や水銀課題に対する学習を実施し、９月にジュネーブで開催されたＣＯ

Ｐ１では本校生が水俣条約親善大使を務めた。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
 次年度はＳＧＨ指定３年目として、全学年で総合的な学習の時間における探求活動や関係機関と連携した調査研究

、交流事業等に取り組むことになる。『環境首都水俣』に学ぶ水高生から世界への「いのち」の発信というテーマの

もと、共通理解や連携を密にして組織的指導体制を強化し全職員一丸となってグローバルリーダーの育成を推進して

いく。加えて、ＳＧＨ関連事業を通じて、人権意識や思考力・判断力・表現力等の向上を図り、人権教育や言語教育

等の推進につなげていく。また、防災型コミュニティ・スクールとしても２年目となり、本年度の成果や課題を十分

活かして防災教育を充実させ地域との連携を深めていく。本年度Ｃ評価である学校改革については、報告・連絡・相

談に加えてその後の確認の徹底を図るとともに、衛生委員会等を活用し時間を意識した働き方や健康管理について共

通認識を深め、風通しのよい職場環境づくりを推進する。 



 


